
議案第８号 

公益社団法人北海道社会福祉士会支部の設置及び運営に関する規則の一部改正（案）について 

 

（新旧対照表） 

改正案 現行 

公益社団法人北海道社会福祉士会支部の設置及び運営に関する規則 

規則第５号 

2013年 4月 1日制定 

2016年 6月 11日一部改正 

(目的) 

第１条 この規則は、公益社団法人北海道社会福祉士会(以下「本会」という。)

定款第 35 条第１項の規定に基づき、本会の支部の設置及び運営に関する

基本的事項を定めることを目的とする。 

(支部活動の趣旨) 

第２条 支部は、第５条に定める区域を単位として本会会員の相互交流及び

研鑚等を図ることにより、身近な地域で活動できる場を作り、その支部の

実情に即した独自の事業を展開し地域福祉サービスの推進と向上に寄与

するものとする。 

(運営) 

第３条 支部における事業は、本会定款第４条に定める事業のうち、身近な

地域で展開することが望ましい事業を実施する。 

２ 支部独自に行う事業の他、本会が主催する研修会等の地域開催にあって

は、その運営に協力しなければならない。 

３ 地区支部は、理事会の監督に基づいて運営する。 

４ 地区支部の運営にあたっては、理事会は少なくとも年に一度、支部長と

意見交換を行う機会を設ける。 

(支部の設置要件) 

第４条 支部の設置要件は、おおむね人口 30 万人以上の規模の生活圏域を

単位とする。 

(支部区分) 

公益社団法人北海道社会福祉士会支部の設置及び運営に関する規則 

規則第５号 

2013年 4月 1日制定 

2016年 6月 11日一部改正 

(目的) 

第１条 この規則は、公益社団法人北海道社会福祉士会(以下「本会」という。)

定款第 35 条第１項の規定に基づき、本会の支部の設置及び運営に関する

基本的事項を定めることを目的とする。 

(支部活動の趣旨) 

第２条 支部は、第５条に定める区域を単位として本会会員の相互交流及び

研鑚等を図ることにより、身近な地域で活動できる場を作り、その支部の

実情に即した独自の事業を展開し地域福祉サービスの推進と向上に寄与

するものとする。 

(運営) 

第３条 支部における事業は、本会定款第４条に定める事業のうち、身近な

地域で展開することが望ましい事業を実施する。 

２ 支部独自に行う事業の他、本会が主催する研修会等の地域開催にあって

は、その運営に協力するものとする。 

３ 地区支部は、理事会の監督に基づいて運営する。  

４ 地区支部の運営にあたっては、理事会は少なくとも年に一度、支部長と

意見交換を行う機会を設ける。 

(支部の設置要件) 

第４条 支部の設置要件は、おおむね人口 30 万人以上の規模の生活圏域を

単位とする。 

(支部区分) 
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議案第８号 

第５条 支部は、次の７支部とし、その区域構成は別表のとおりとする。 

 (１) 道央地区支部 

 (２) 道南地区支部 

(３) 道北地区支部 

(４) オホーツク地区支部 

(５) 日胆地区支部 

 (６) 十勝地区支部 

 (７) 釧根地区支部 

(支部会員) 

第６条 支部は、区域内に住所を有する本会会員をもって組織する。                           

２ 支部会員は、本会会員として承認されたときから支部に所属する。 

(幹事及び支部監事) 

第７条 支部には、次に掲げるとおり幹事及び支部監事を置く。 

(１) 幹事 ４人以上 20人以内 

(２) 支部監事 ２人以内 

 

 

 

 

２ 支部は、幹事の中から次に掲げる定数の範囲内において支部長、副支部

長、事務局長及び会計担当を選出し、本会理事会に報告する。 

(１) 支部長  １人 

(２) 副支部長 １人以上４人以内 

(３) 事務局長 １人 

(４) 会計   １人 

３ 支部長、会計担当及び支部監事は、全体会において支部会員の中から選

出し、本会理事会に報告するとともに、本会会長が委嘱状を交付する。 

 

４ 副支部長及び事務局長は、支部長が幹事の中から指名し、本会理事会に

第５条 支部は、次の７支部とし、その区域構成は別表のとおりとする。 

 (１) 道央地区支部 

 (２) 道南地区支部 

(３) 道北地区支部 

(４) オホーツク地区支部 

(５) 日胆地区支部 

 (６) 十勝地区支部 

 (７) 釧根地区支部 

(支部会員) 

第６条 支部は、区域内に住所を有する本会会員をもって組織する。                           

２ 支部会員は、本会会員として承認されたときから支部に所属する。 

(支部役員) 

第７条 支部には次の役員    を置く。 

(１) 支部長  １人 

(２) 副支部長 １人以上４人以内 

(３) 事務局長 １人 

(４) 会計   １人 

(５) 幹事   ３人以上 20人以内 

(６) 監事   ２人以内 

２ 支部長、副支部長、事務局長及び会計は幹事とし、幹事の定数に含める

ものとする。 

 

 

 

 

３ 支部長       は、        支部会員の中から選出し、

本会総会 に報告するものとする。          

４ 幹事は、支部会員の中から選出し、本会理事会に報告するものとする。 

５ 副支部長及び事務局長は、支部長が幹事の中から指名し、本会理事会に
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議案第８号 

報告するものとする。 

 

(職務) 

第８条 支部長は支部を代表し、次の職務を行う。 

(１) 幹事に対する指示及び連絡に関すること 

(２) 支部が行う事業の調整、企画及び管理に関すること 

(３) 関係官庁等との連絡及び協議に関すること 

(４) 本会委員等の推薦又は講師派遣に関すること 

(５) 支部会計の執行及び本部への報告状況の確認に関すること 

(６) その他本会理事会又は当該支部役員会において、別に定めること 

２ 副支部長は、支部長を補佐し、支部長に事故ある時はその職務を代理し、

支部長が欠けたときは、その職務を行う。 

３ 事務局長は、支部の事務を統括する。 

４ 幹事は、支部の業務を推進する。 

５ 会計担当は、公益社団法人北海道社会福祉士会経理規程(2005 年規程第

10号)に基づき適正に執行し、遅滞なく本会へ報告する。 

６ 支部監事は、幹事の業務執行の状況を監査し、必要に応じて本会理事会

に報告する。                                   

(任期) 

第９条 幹事及び支部監事の任期は２年とする。ただし再任は妨げない。 

 (会議) 

第 10条 支部の会議は次のとおりとする。 

(１) 支部全体会（以下「全体会」という。） 

(２) 支部幹事会（以下「幹事会」という。） 

２ 全体会は、支部会員をもって構成し、毎年１回開催とする。 

３ 幹事会は、幹事をもって構成し、支部長が必要と認めたときに開催する。

なお、支部監事は、幹事の業務執行状況を把握するため出席するものとす

る。 

(付議) 

報告するものとする。 

６ 監事は、支部会員の中から選出し、本会理事会に報告するものとする。  

(職務) 

第８条 支部長は支部を代表し、次の職務を行う。 

(１) 幹事に対する指示及び連絡に関すること 

(２) 支部が行う事業の調整、企画及び管理に関すること 

(３) 関係官庁等との連絡及び協議に関すること 

(４) 本会委員等の推薦又は講師派遣に関すること 

 

(５) その他本会理事会又は当該支部役員会において、別に定めること 

２ 副支部長は、支部長を補佐し、支部長に事故ある時はその職務を代理し、

支部長が欠けたときは、その職務を行う。 

３ 事務局長は、支部の事務を統括する。 

４ 幹事は、役員会を構成し、支部の業務を推進する。 

５ 会計  は、支部会計を適正に執行するものとする。         

                 

６ 監事は、支部事業を監査する。                   

                                                              

(任期) 

第９条 支部役員  の任期は２年とする。ただし再任は妨げない。 

 (会議) 

第 10条 支部の会議は次のとおりとする。 

(１) 支部全体会（以下「全体会」という。） 

(２) 支部役員会（以下「役員会」という。） 

２ 全体会は、支部会員をもって構成し、毎年１回開催とする。 

３ 役員会は、支部役員をもって構成し、支部長が必要と認めたときに開催

する。                               

    

(付議) 
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議案第８号 

第 11条 全体会は、次の各号に定める事項を審議する。 

(１) 幹事及び支部監事の選出に関する事項 

(２) 本会理事会にて全体会に付議すべきことを決議した事項 

(３) その他支部の運営等に係る重要事項 

２ 前項に定めるもののほか、支部の運営に関する意見交換や交流の機会と

して、次に掲げる事項を報告する。 

 (１) 事業計画及び予算に関する事項 

(２) 事業報告及び決算に関する事項 

(３) その他役員会が必要と認める事項 

３ 幹事会は、次の各号に定める事項を審議する。ただし、本会定款第 32条

第２項の規定に準拠し、幹事の全員が書面又は電磁的記録により同意の意

思表示をしたときは、当該提案を可決する旨の幹事会の決議があったもの

とみなす。 

(１) 事業計画及び予算に関する事項 

(２)  事業報告及び決算に関する事項 

(３) 第１項第２号に関する事項 

(４) 本会理事会、委員会及び部会にて幹事会に付議すべきことを決議し

た事項 

(５) その他必要な事項 

３ 支部の全体会において決議した事項は、本会理事会に報告する。 

４ 本会の理事は、支部の会議に出席し、意見を述べることができる。 

(会計) 

第 12 条 支部の経費は、本会支部活動費及び参加費、寄付金等によってま

かなう。 

２ 支部の事業計画及び予算案は、その内容を本会理事会に提出し、理事会

でその承認を得るものとする。 

３ 支部の事業報告及び決算案は、その内容を本会理事会に提出し、理事会

でその承認を得るとともに総会において審議するものとする。 

４ 支部独自に支部会費を徴収することはできない。 

第 11条 全体会は、次の各号に定める事項を審議する。 

(１) 支部役員  の選出に関する事項 

(２)   理事会にて全体会に付議すべきことを決議した事項 

(３) その他支部の運営等に係る重要事項 

２ 前項に定めるもののほか、支部の運営に関する意見交換や交流の機会と

して、次に掲げる事項を報告する。 

 (１) 事業計画及び予算に関する事項 

(２) 事業報告及び決算に関する事項 

(３) その他役員会が必要と認める事項 

３ 役員会は、次の各号に定める事項を審議する。ただし、本会定款第 32条

第２項の規定に準拠し、役員の全員が書面又は電磁的記録により同意の意

思表示をしたときは、当該提案を可決する旨の役員会の決議があったもの

とみなす。 

(１) 事業計画及び予算に関する事項 

(２) 事業報告及び決算に関する事項 

(３) 第１項第２号に関する事項 

(４) 本会理事会、委員会及び部会にて役員会に付議すべきことを決議し

た事項 

(５) その他必要な事項 

３ 支部の全体会において決議した事項は、本会理事会に報告する。 

４ 本会の役員は、支部の会議に出席し、意見を述べることができる。 

(会計) 

第 12 条 支部の経費は、本会支部活動費及び参加費、寄付金等によってま

かなう。 

２ 支部の事業計画及び予算案は、その内容を本会理事会に提出し、理事会

でその承認を得るものとする。 

３ 支部の事業報告及び決算案は、その内容を本会理事会に提出し、理事会

でその承認を得るとともに総会において審議するものとする。 

４ 支部独自に支部会費を徴収することはできない。 
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議案第８号 

(支部活動費) 

第 13 条 本会は、支部活動費を理事会が別に定める算出基準に基づき組織

活動事業費の予算の範囲内で支部に交付するものとする。 

２ 支部は、支部活動費の交付の後、前項に規定する算出基準とした事業を

実施できなかった場合は、その全額を当該年度中に本会に返還する。 

３ 当該年度に交付された支部活動費の次年度への繰越しの上限を当該年

度に交付された額の１割以内として、翌年度の地区支部活動費に加算する

ことができる。 

４ 前項に規定に関わらず、支部活動費の全てを当該年度末日までに本部指

定口座に返還する。ただし、これにより難いときはこの限りではない。 

５ 前項の規定による返還によって、当該年度の期末残高が０円の預金通帳

に限り残高証明書を省略することができる。 

(改廃) 

第 14条 この規則を改廃するときは、総会の承認を得なければならない。 

附 則 

１ この規則は、本会設立の日から施行する。 

   附 則 

１ この規則は、2017年 4月 1日から施行し、第 13条第 3項の改正後の規

定は、2017年度会計から適用する。 

２ 2016 年度末時点の各支部の一般正味財産期末残高は、その使途を明ら

かにし、所定の手続きを経て３カ年度を上限として執行することができ

る。ただし、これにより難いときは一般正味財産期末残高の一部又は全部

を本会に戻入するものとする。 

   附 則 

この規定は、2019 年 6 月 22 日から施行し、第 13 条第４項及び第５項の

改正後の規定は、2019年度会計から適用する。 

 

別表 略 

(支部活動費) 

第 13 条 本会は、支部活動費を理事会が別に定める算出基準に基づき組織

活動事業費の予算の範囲内で支部に交付するものとする。 

２ 支部は、支部活動費の交付の後、前項に規定する算出基準とした事業を

実施できなかった場合は、その全額を当該年度中に本会に返還する。 

３ 当該年度に交付された支部活動費の次年度への繰越しの上限を当該年

度に交付された額の１割以内とし、これを超える額は、翌年度の支部活動

費から控除する。 

 

 

 

 

(改廃) 

第 14条 この規則を改廃するときは、総会の承認を得なければならない。 

附 則 

１ この規則は、本会設立の日から施行する。 

   附 則 

１ この規則は、2017年 4月 1日から施行し、第 13条第 3項の改正後の規

定は、2017年度会計から適用する。 

２ 2016 年度末時点の各支部の一般正味財産期末残高は、その使途を明ら

かにし、所定の手続きを経て３カ年度を上限として執行することができ

る。ただし、これにより難いときは一般正味財産期末残高の一部又は全部

を本会に戻入するものとする。 

 

 

 

 

別表 略 
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